
平成20年介護事業経営実態調査結果について  

（1）調査の目的：各々の介護サービスの費用についての実態を明らかにし、  

介護報酬設定の基礎資料を得る。  

（2）調査の期日：平成20年4月1日  

（3）調査事項：平成20年3月の1か月間における事業の実施状況及び  

収入・支出の状況  

（4）調査客体数：約24，300施設・事業所（抽出率約20％）  

2 分析を行ったサービス ※かっこ内は今回の調査のデータ数  

① 介護老人福祉施設（174）  

② 介護老人保健施設（208）  

③ 介護療養型医療施設（病院）（92）  

④ 認知症対応型共同生活介護（373）  

⑤ 訪問介護（1，730）  

⑥ 訪問入浴介護（720）  

⑦ 訪問看護（ステーション）（288）  

⑧ 適所介護（828）  

⑨ 認知症対応型通所介護（216）  

⑲ 通所リハビリテーション（375）  

⑪ 短期入所生活介護（330）  

⑫ 居宅介護支援（1，127）  

⑬ 福祉用具貸与（517）  

⑭ 小規模多機能型居宅介護（160）  

⑮ 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）（57）  
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から読み取れる傾向  

○ 企墓室業経営実態調査の結果からは、必ずしも全てのサービスに当ては   

まるとは言えないが、傾向として、概ね以下の点が示唆される。  

前回調査（H17）に比べ収支差率が低下しているサー些の多くにつ  

加している傾向にある。  に支出が増   伸 び等を背景  人件費の  いては、  

また、前回調査（H17）に比べ収支差率が増加しているサービろにつ  

職員1人  しているサービスや、  りの収入が増加   いては、利用者1  人あた  

しているサービスがある。  回数が増加  当たりの訪問   

給与が高し  ヽこと  人当たり  は職員1  （東京23区）  特別区  地域別には、  

い傾向にある。  収支差率が   により、  

週珪剋には、少週模の事業所の収支差率が低い傾向にあり、これは特  
に人件費比率が高いことが影響している可能性がある。  

○ 今般取りまとめた調査結果に基づく、鱒」∵末梢矧担金  

平成21年   析結果を踏まえ、延会保障審議会介護給付費分科会において、  

介護報酬改定についてご議轟いただく。  
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平成20年介護事業経営実態調査結果について   

1．各サービスの状況について（調査年の後ろの括弧内はデータ数）  

232．370円（十12％）   

83．5％   220，510円   38．1％  78．7回   0，0％  

81．5％   225．099円（＋2％）   40．8％  ※2     ※3  93．7回   0．7％  

．87．5％   255－002円   59．6％  27．4回   －10．6％  

78，1％   255．137円‘（＋0％）   63．3％  30，9回   1．5％  

77．8％   66．9％  69．6回   5．8％  

79．4％   369β69円ト7％）   67．4％  90，4回   2．7％  

59．7％  235．244円  7．2％  

60．7％  246．781円（＋5％）   65．4％  65．9人   7．3％  



※1：訪問1回当たり  ※2‥介護職員（訪問介護員） ※3：介護臓員1人当たり訪問回数（1月） ※4：看護・介護職員1人当たり延利用者数・延訪問回数  ※5：看護職員  

※6‥看護職員1人当たり延べ訪問回数  ※7＝利用者1回当たり ※8：実利用者1人当たり  ※9：介護支援専門員  ※10：福祉用具専門相談員  ※11：定員1人当たり  

※12：訪問看護（ステーション）については、医療機関と併設している事業所が相当数あること、また訪問看護ステーションは、健康保険の訪問者謹も実施していることに留意が必要。  

※13‥適所リハビリテーションについては、介護老人保健施設や医療機関が実施することに留意が必要。  

※14：居宅介護支援事業者については、他サービス事業所と併設している事業者が相当数あることに留意が必要。  

※15：収入に占める「保険外の利用料」の割合が40％を超えている。  

（注）括弧内は、17年の値と比較した場合の増減率   



2．地域区分別の状況について（○数字は高い方からの順位）  

収支差率  

特別区   特甲地   甲地   乙地   その他   

介意老人福祉施設   

弁護療養型医療施設（病院）   

認知症対蒔型共同隼活介護   

（介護寮防含か   

1．3％   2．4％   ▲0．5％   0．3％   

③   ①   ⑤   ④   

15．3％   ▲1．9％   9．9％   ▲4．1％   

②   ④   ③   ⑤   

7．2％   6．6％   ▲1，1％   1．6％   

①   ②   ⑤   ③   

4．4％   4．0％   4．6％   8．8％   

③   ④   ②   ①   
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3．規模別の状況について（○数字は高い方からの順位）  

5．8％  

18．1％  2．0％   

6．0％  4．3％   8．6％  5．4％  2．6％  1．3％  

9．1％  13．0％  1．6％  

7．8％  14．9％  6．9％   

13．9％  18．1％   11．9％  7．9％  3．5％  

5   





（参考   ）  地域区分に属 る盟主藍  

特別区   特甲地   甲地   

人件費比率60％  10．36円   

のサービス※1   

人件費比率40％  10，24円   

のサービス※2   

地域区分に   【東京都】   【東京都】   【埼玉県】   

属する地域  特別区   八王子市、立川市、武蔵野市、  
三鷹市、府中市、昭島市、調  
布市、町田市、小金井市、小  
平市、日野市、東村山市、国  
分寺市、国立市、狛江市、多  
摩市、稲城市、西東京市  

【神奈川県】  

【神奈川県】  
逗子市、三  

浦郡葉山町  
横浜市、川崎市、横須賀市、  
鎌倉市  

【大阪府】  

【愛知県】名古屋市  
岸和田市、  

泉大津市、  

貝塚市、泉  
【京都府】京都市  佐野市、富  

由林市、和  

【大阪府】  泉市、柏原  

※1  大阪市、堺市、豊中市、池田   
市、羽曳野  

市、高石市、  
訪問介護、訪問  藤井寺市、  

入浴介護、通所  大阪狭山市  

介護等  三島郡島本  

町、泉北都  
阪市、四催畷市、交野市  

※2  忠岡町、泉  

訪問看護、訪問リ  南郡熊取町  

ハビリテーション、  
【兵庫県】  

適所リハビリテー  【福岡県】  

ション、施設サー  福岡市  

ビス等  市   

10，12円  

その他  

の地域  

【北海道】札幌市  

【宮城県】仙台市  

【埼玉県】  

川越市、Jt旧市、所沢市、狭山市、草加市、越谷市、  
蕨市、戸田市、鳩ヶ谷市、朝霞市、志木市、和光市、  
新座市、富士見市、ふじみ野市、入間郡三芳町  

【千葉県】  

市川市、船橋市、松戸市、習志野市、柏市、浦安市、  
四街道市  

【東京都】  

青梅市、福生市、東大和市、清瀬市、東久留米市、革  
蔵村山市、羽村市、あきる野市  

【神奈川県】  

平塚市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、相模原市、三  
浦市、厚木市、大和市、伊勢原市、海老名市、座間市  
綾瀬市、高座郡寒川岬丁  

【静岡県】静岡市  

【滋賀県】大津市  

【京都府】宇治市、向日市、長岡京市  

【大阪府】  

河内長野市、泉南市、阪南市、泉南郡田尻町  

【兵庫県】姫路市、明石市、三田市  

【奈良県】奈良市、大和郡山市、生駒市  

【和歌山県】和歌山市  

【岡山県】岡山市  

【広島県】広島市、安芸郡府中町  

【福岡県】北九州市  

【長崎県】長崎市  
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（参考）地域区分別サービス種類別の請求事業所数割合  

（出典）介護給付費実態調査月報（平成19年12月審査分）から集計  
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